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匿に関し、次のような規定が設けられた。

(1) 申立人又はその法定代理人の住所、居所その他その通常所在する場所（以

下「住所等」という。）の全部又は一部が当事者に知られることによって

当該申立人又は当該法定代理人が社会生活を営むのに著しい支障を生ずる

おそれがあることにつき疎明があった場合には、裁判所は、申立てにより、

決定で、住所等の全部又は一部を秘匿する旨の裁判をすることができるこ

ととされた。また、申立人又はその法定代理人の氏名その他当該者を特定

するに足りる事項（以下「氏名等」という。）についても、同様とされた

（民訴法第１３３条第１項）。

(2) (1)の申立てをするときは、申立人又はその法定代理人（以下「秘匿対

象者」という。）は、秘匿対象者の住所等又は氏名等（以下「秘匿事項」

という。）その他の事項を秘匿事項届出書面により届け出なければならな

いこととされた（民訴法第１３３条第２項、民訴規則第５２条の１０）。

(3) (1)の申立てがあったときは、その申立てについての裁判が確定するま

で、当該申立てに係る秘匿対象者以外の者は、(2)による届出に係る書面

の閲覧若しくは謄写又はその謄本若しくは抄本の交付の請求をすることが

できないこととされた（民訴法第１３３条第３項）。

(4) 裁判所は、秘匿対象者の住所又は氏名について(1)の決定（以下「秘匿

決定」という。）をする場合には、当該秘匿決定において、当該秘匿対象

者の住所又は氏名に代わる事項を定めなければならないこととされた（以

下、この場合の住所に代わる事項を「代替住所」、氏名に代わる事項を「代

替氏名」という。）。この場合において、代替住所又は代替氏名を当該事

件及びその事件についての反訴、参加、強制執行、仮差押え及び仮処分に

関する手続において記載したときは、民訴法その他の法令の規定の適用に

ついては、当該秘匿対象者の住所又は氏名を記載したものとみなすことと

された（民訴法第１３３条第５項）。

(5) 民訴法第１３３条の規定は、家事事件等の手続における申立て等につい

て準用することとされた（改正法による改正後の家事事件手続法（平成２

３年法律第５２号）第３８条の２等）。

２ 不動産登記事務等の取扱い

(1) 秘匿決定がされた訴訟事件の確定判決等に基づく不動産等に対する強制

執行並びに保全のための仮差押え及び仮処分に係る登記の取扱いについて
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ア 秘匿決定がされた訴訟事件の確定判決等を債務名義として裁判所書記

官がする当該事件に係る強制執行のための不動産の差押えの登記の嘱託

（民事執行法第４８条第１項（同法第１１１条において準用する場合を

含む。））及び不動産を対象として登記された先取特権、質権又は抵当

権によって担保される債権に対する差押えの登記の嘱託（民事執行法第

１５０条）並びに秘匿決定がされた事件に係る保全のために裁判所書記

官がする不動産の仮差押えの登記の嘱託（民事保全法（平成元年法律第

９１号）第４７条第３項）及び処分禁止の仮処分の登記の嘱託（民事保

全法第５３条第３項において準用する同法第４７条第３項）においては、

嘱託情報の内容として、不動産登記令（平成１６年政令第３７９号。以

下「不登令」という。）第３条第１１号イの登記権利者（債権者）の住

所又は氏名の代わりに、代替住所又は代替氏名が提供される。

イ 登記官は、アの嘱託に基づく登記をするときは、嘱託情報の内容とし

て提供された代替住所又は代替氏名を、不動産登記法（平成１６年法律

第１２３号。以下「不登法」という。）第５９条第４号でいう住所又は

氏名とみなして登記するものとする。

ウ イの登記をする場合の記録例は、別紙のとおりとする。

(2) 秘匿決定がされた訴訟事件における登記手続をすべきことを命ずる確定

判決に基づく登記の取扱いについて

ア 民訴法第１３３条第５項後段の規定が適用され、代替住所又は代替氏

名の記載により秘匿対象者の住所又は氏名を記載したものとみなされる

手続には、秘匿決定がされた訴訟事件についての反訴、参加、強制執行、

仮差押え及び仮処分に関してされる手続のほか、代替事項の定めの目的

に反しない限り、関連する手続一般が含まれる。

一方で、不登法第６３条第１項、第７４条第１項第２号その他の規

定に基づき、登記手続をすべきことを命ずる確定判決（これと同一の効

力を有する裁判上の和解、請求の認諾（民訴法第２６７条）、民事調停

法（昭和２６年法律第２２２号）第１６条の調停（同法第１７条の調停

に代わる決定を含む。）、家事事件手続法第７３条の審判、同法第２６

８条第１項の調停及び同法第２８４条第１項の調停に代わる審判を含

む。以下同じ。）に基づく登記の申請をするに当たって、不動産登記法

令上、申請情報の内容として申請人、登記権利者、登記義務者又は登記
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名義人（以下「申請人等」という。）である秘匿対象者の住所又は氏名

を提供しなければならないとされている場合において、申請人等の住所

又は氏名として代替住所又は代替氏名が提供されたときは、申請人等の

住所及び氏名が申請情報の内容とされていないことから、不登法第２５

条第５号の規定により当該申請を却下するものとする。

イ 登記手続をすべきことを命ずる確定判決に基づく申請において、不登

令第７条第１項第５号ロ(1)の規定により提供された判決書等の正本に

記載された当事者の住所又は氏名が、代替住所又は代替氏名とされてい

る場合であっても、当事者の秘匿事項届出書面の記載内容を証明する裁

判所書記官が作成した情報が提供され、当該情報の内容から、登記官に

おいて、申請人等と判決書の正本に記載された当事者が同一人であるこ

との判断が形式的に可能であるときは、当該申請人等と当該当事者は同

一人であると取り扱って差し支えない。

(3) 民事保全法第５３条の規定による登記がある不動産に対して当該登記に

係る抹消の登記等の申請があった場合の取扱いについて

ア 民事保全法第５３条第１項の規定による処分禁止の登記がされた後、

当該処分禁止の登記に係る仮処分の債権者から、当該仮処分の債務者を

登記義務者とする所有権の登記又は仮処分がされた権利の移転又は消滅

に関する登記の申請がされた場合において、登記された仮処分の登記の

債権者の表示が当該仮処分に係る保全事件における代替住所又は代替氏

名であるときは、申請情報及び添付情報に記載又は記録された登記権利

者の表示と一致しないことになる。この場合であっても、登記原因を証

する情報の一部として提供される仮処分の債権者の秘匿事項届出書面の

記載内容を証明する裁判所書記官が作成した情報及び本案訴訟の当事者

の秘匿事項届出書面の記載内容を証明する裁判所書記官が作成した情報

の比較対照から、登記官において、仮処分の債権者と本案訴訟の当事者

が同一人であることの判断が形式的に可能であるときは、仮処分の債権

者と本案訴訟の当事者は同一人であると取り扱って差し支えない。

イ 民事保全法第５３条第２項に規定する保全仮登記の登記名義人（以下

「保全仮登記名義人」という。）から、その後の本案訴訟の勝訴判決等

により、当該保全仮登記に基づく本登記の申請がされた場合において、

保全仮登記名義人の住所又は氏名が保全事件における代替住所又は代替
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氏名で登記されているときは、当該保全仮登記に基づく本登記申請の申

請情報として提供される登記権利者の住所又は氏名が、保全仮登記名義

人の住所又は氏名の表示と一致しないこととなる。この場合であっても、

登記原因を証する情報の一部として提供される保全仮登記名義人の秘匿

事項届出書面の記載内容を証明する裁判所書記官が作成した情報及び当

該本登記申請に係る訴訟手続の当事者の秘匿事項届出書面の記載内容を

証明する裁判所書記官が作成した情報の比較対照から、登記官において、

保全仮登記名義人と本登記の登記権利者が同一人であることの判断が形

式的に可能であるときは、保全仮登記名義人と本登記の登記権利者は同

一人であると取り扱って差し支えない。

(4) 家事審判前の保全処分に係る登記の取扱いについて

本案の家事審判事件又は家事調停事件において秘匿決定がされた場合に

おいて、その事件のために必要な保全処分として家庭裁判所がした仮差押

え又は仮処分を命ずる審判（家事事件手続法第１０５条）に基づき裁判所

書記官がする不動産の仮差押え又は仮処分の登記の嘱託及び当該嘱託に基

づく登記の取扱いについては、(1)及び(3)の例による。

(5) 不動産登記事務以外の登記事務の取扱いについて

船舶、農業用動産及び建設機械の登記に係る事務の取扱いについては、

(1)から(4)までと同様である。
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第一 民事執行に関する登記

一 強制執行に関する登記
１ 不動産に対する強制競売開始決定に係る差押えの登記
（一）所有権の場合
（１）代替住所及び代替氏名が定められた場合 1

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

何 差押 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
第何号 強制競売開始決定

債権者 代替住所Ａ（何地令何ワ第何号）
代替氏名Ａ（何地令何ワ第何号）

（２）代替氏名のみが定められた場合 2

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

何 差押 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
第何号 強制競売開始決定

債権者 何市何町何番地
代替氏名Ａ（何地令何ワ第何号）

（３）代替住所のみが定められた場合 3

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

何 差押 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
第何号 強制競売開始決定

債権者 代替住所Ａ（何地令何ワ第何号）
何 某

（二）地上権の場合 4

権 利 部 （乙区） （所有権以外の権利に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

付記何号 何番地上権差押 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
第何号 強制競売開始決定

債権者 代替住所Ａ（何地令何ワ第何号）
代替氏名Ａ（何地令何ワ第何号）

（注）永小作権、採石権についての強制競売開始決定に係る差押えの登記の場合もこの例による。

２ 担保権付債権に対する強制執行に係る差押えの登記 5

権 利 部 （乙区） （所有権以外の権利に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

付記何号 何番抵当権付債権差押 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
第何号 差押命令

債権者 代替住所Ａ（何地令何ワ第何号）
代替氏名Ａ（何地令何ワ第何号）

別紙
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３ その他の財産権に対する強制執行に関する登記
（一）差押えの登記
（１）登記された賃借権の場合 6

権 利 部 （乙区） （所有権以外の権利に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

付記何号 何番賃借権差押 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
第何号 差押命令

債権者 代替住所Ａ（何地令何ワ第何号）
代替氏名Ａ（何地令何ワ第何号）

（２）仮登記した所有権の場合 7

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

何 何番仮登記所有権差押 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
第何号 差押命令

債権者 代替住所Ａ（何地令何ワ第何号）
代替氏名Ａ（何地令何ワ第何号）

（３）停止条件付所有権の場合 8

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

付記何号 何番仮登記条件付所有権差押 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
第何号 差押命令

債権者 代替住所Ａ（何地令何ワ第何号）
代替氏名Ａ（何地令何ワ第何号）

（４）所有権移転請求権の場合 9

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

付記何号 何番仮登記所有権移転請求権差押 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
第何号 差押命令

債権者 代替住所Ａ（何地令何ワ第何号）
代替氏名Ａ（何地令何ワ第何号）

別紙
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別紙

第二 民事保全に関する登記

一 仮処分の登記
１ 所有権の場合 10

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

何 処分禁止仮処分 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
第何号 仮処分命令

債権者 代替住所Ａ（何地令何ヨ第何号）
代替氏名Ａ（何地令何ヨ第何号）

２ 抵当権（地上権）の場合 11

権 利 部 （乙区） （所有権以外の権利に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

付記何号 何番抵当権（地上権）処分禁止仮処 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
分 第何号 仮処分命令

債権者 代替住所Ａ（何地令何ヨ第何号）
代替氏名Ａ（何地令何ヨ第何号）

３ 建物収去土地明渡請求権を保全するための建物の仮処分の場合 12

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

何 処分禁止仮処分（建物収去請求権保 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
全） 第何号 仮処分命令

債権者 代替住所Ａ（何地令何ヨ第何号）
代替氏名Ａ（何地令何ヨ第何号）

二 抵当権の設定の保全仮登記をする場合 13

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

２ 処分禁止仮処分（乙区１番保全仮登 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日何地方裁判所（支部）
記） 第何号 仮処分命令

債権者 代替住所Ａ（何地令何ヨ第何号）
代替氏名Ａ（何地令何ヨ第何号）

権 利 部 （乙区） （所有権以外の権利に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

１ 抵当権設定保全仮登記（甲区２番仮 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日金銭消費貸借同日設定
処分） 第何号 債権額 金何万円

利息 年何％
損害金 年何％
債務者 何市何町何番地
何 某

権利者 代替住所Ａ（何地令何ヨ第何号）
代替氏名Ａ（何地令何ヨ第何号）

余 白 余 白 余 白




